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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　啓蟄を過ぎ、何となく春めいた感じが漂い始めた今日この頃ではあるが、それでも北国にとって根雪が解けなければ春本番とはいかない。厳しい暴風雪がまだまだ猛威を振るう可能性は無きにしもあらず、なのだ。
　日銀のマイナス金利問題をはじめ、最近の経済情勢は波乱に富んだものになっているようだが、上海で行われたG20での結論は金融政策だけでは限界があり、財政も含めた総合政策が必要だ、と言う当たり障りのない総花的な結論で終わったようだ。今後の安倍政権の経済政策では、消費税の来年4月からの実施は、国会での答弁では予定通り実施すると言ってはいるものの、再び延期する公算が強まったと見られ始めている。G7を前にして、世界の経済専門家を集めての経済問題の会合を開催するとのことだが、一体、何のために開催するのだろうか。よく解からないが、消費税の引き上げを再度延期するためのセレモニーであればご免こうむりたい。
　
民主党政権、消費税の引き上げの背景に迫る(その1)
峰崎直樹
民主党政権の時代に、消費税の引き上げがなぜ突然のように提起されたのか。税制担当の財務副大臣であっただけに、よく質問を受けることがある。すでに、いろいろな場で証言してきたのだが、有料の電子情報誌であるメディアウオッチの場に掲載されたものではあるが、前回の税制問題に関連しており、チャランケ通信でも掲載しておきたい。何回かに分けて、この問題について述べておくことにしたい。
　2月28日付の日経新聞において、「菅首相『10%を一つの参考にさせて頂く』　唐突な増税案、参議院選に打撃」と言う毎週日曜日に連載される特集記事が目に付いた。今回はこの問題について、自分の記録や記憶と照らし合わせ論評してみたい。
今でも批判される、「消費税増税への転換」=「嘘つき政党」の烙印
　民主党が政権を失った原因については、多くの関係者や専門家などが論じており、以前に取り上げたマニフェスト財源の問題に絡んで、やらないと言っていた消費税の増税に踏み出したことが大きかった、と５年以上経った今でも指摘されることが多い。つまり、16,8兆円というマニフェスト財源問題だけでなく消費税の増税についても、「うそつき政党」と言う汚名を被ってしまっているわけだ。この点について政権交代直前の代表選挙があり、鳩山氏と岡田氏の一騎打ちの大きな争点が、公約の裏付けとなる消費税の引き上げも含めた負担増を打ち出すかどうかであったことは、国民の脳裏に強く焼き付いていたことは間違いない。代表選の結果、鳩山氏が主張した「4年間は消費税を上げない」が正式に公約になったわけだ。
翌年6月、総理が鳩山氏から菅氏に交代した直後、参議院選挙に向け6月17日公約を発表した際の記者会見の場で、「消費増税で与野党合意が年内にも得られれば11年か12年に実施したい」と言う菅総理発言は、まさに公約の大転換だし、政局の大転換にもなったのだ。背景には、自民党が増税へと転換していたことがあったのだが、この点は別の機会に述べたい。
低所得者対策としての「還付方式」のブレ、致命的だったか?
さらに、参議院選挙に突入した際、菅総理は遊説初日となった6月30日、消費税引き上げに伴う低所得者対策として還付に言及し、対象となる年収について遊説先ごとに発言がぶれ(200~400万円)、不信感を招く結果となった。結果的に参議院選挙は44議席の敗北(自民党は51議席)となり、「衆参のねじれ」となって政局は大きく混迷していく。再議決に必要な衆議院の3分の2の与党議席が無く、何も決められない「本物の捻じれ」だったことに注目して欲しい。
それだけでなく、党内において参議院選挙の直後の代表選挙が実施され、菅対小沢の一騎打ちとなり、国会議員票ではほとんど同数になるという大接戦の末、辛くも菅が勝利して総理を継続する。しかし党内の対立は激化し、まさに「前門の虎、後門の狼」状況となり、政治は無政府状況に立ち至る。最後は党内が分裂し、野田内閣の下で解散・総選挙の結果大惨敗となり民主党は政権の座から追われ、一昨年の総選挙でも回復できず今日に至っており、今や維新との合流で「民主党」名の存続すら危うくなっている。
玄葉氏の反対論に、「歴史に対する責任」の強調、結果の責任は?
それだけに、何故菅総理は消費税の引き上げに踏み込んだのか、責任は実に重いものがある。今回の日経新聞は、当時政調会長であった玄葉光一郎氏のインタビューを電子版に掲載している。6月16日、菅総理が記者発表する前日に玄葉氏は官邸に呼ばれ、総理の増税発言の内容を聞き、「えっ」と驚いたこと、同時に準備不足だし早計だとして「反対した」が、菅総理から「自分は歴史に対して責任を持ちたい」と言う発言を聞き、「そこまで言われてしまうと」と思い「せめて次期総選挙後に実施としましょう」と言ったとしている。記者会見当日にも電話で、「細川護煕元首相みたいになってしまう。もう一回考えてほしい」と言ったようだ。また、「10%」と言う税率に言及したことについて、玄葉氏は「余計なことを言ってしまったと思う。それについては全く相談を受けていなかった」と批判をしているのだが、参議院選挙の結果については「消費増税は意外と有権者に受け入れられていた」と感じていたが、先に述べた還付の年収の「ブレたのが良くなかった」と見ている。
消費税の増税への言及、2,010年2月9日の官邸副総理室にて
菅総理が消費税の引き上げに踏み切る背景には、財務大臣に就任した直後のG7の会合がカナダのイカルイトであり、そこでEUを震撼させたギリシアの財政危機問題が深刻に話し合われた。菅財務大臣は「ギリシアのように日本が財政破たんを起こした場合にどうなるか、という事を非常にリアルに考えなければならない立場に置かれた」(山口二郎、中北浩爾編『民主党政権とは何だったのか』岩波書店143頁より)と述べている。帰国直後の2月9日、私と古本政務官が官邸４階の副総理室に呼ばれ、消費税の引き上げ問題に突入していく決意を述べたのだ。菅財務大臣は、「来年の予算を考えたとき、消費税の引き上げを考えなければ持たない」と明言された。ついては、政府税調の諮問機関である「専門家委員会」の神野直彦委員長と至急会い、衆議院の予算委員会が終了次第「専門家委員会で、消費税の引き上げの必要性について」論議をし、６月の「財政の中期ビジョン」に反映できるように要請したい、とのことであった。私自身、増税をしなければだめだと思っていたので方向としては良いとしても、問題は閣内、党内の意思統一ができるのかどうか、また国民にどのように説明していくのか、明確にしておく必要があるのでは、と述べたことをメモとして記録している。
このような２月段階の経過は、玄葉氏には伝わっていないわけで、財務省で言えば政務三役や関係事務当局までであっただろう。神野委員長にお会いしてそのことをお伝えした際に、「消費税の増税は大変ですよ。マスコミで言えば経済部の記者は良いとしても、問題は社会部で、世論は大問題になることは覚悟していた方が良いですよ。」という趣旨のお答えであった。
“野党自民党と同じことを主張すれば争点にならない”という主張
ところが、総理になる前の菅財務大臣は、鳩山総理が普天間問題で苦悩されている時に、「争点を変えるべきでは。普天間から消費税の引き上げを打ち出してはどうか。自民党も消費税の引き上げを主張しており、政府・民主党が提起しても争点にはならない」と言った主張を繰り広げられていた。消費税の引き上げが、国民生活や日本経済にとって大変大きな問題であり、争点にならないどころか選挙で絶えず政権与党に打撃を与え続けてきた問題だったことを忘れておられたのだ。まさに、能天気な発言だったとしか言いようがない。このような軽い認識こそが、政権政党の何たるかを知らない「小さな政党」を渡り歩かれて来られた政治家菅直人氏の限界だったのだろう。
財務省のマインドコントロール、あったとすれば還付方式か?
財務省のマインドコントロールが背後にあったのではないか、という事を述べる人もいるが、財政規律問題を考えれば誰しも一刻も早い基礎的財政収支の赤字からの脱却が必要であり、消費税の引き上げはやむを得ない、と思うのは当たり前なのだ。問題は、逆進性対策に於ける低所得者への「還付方式」であり、そこでは財務省の「知恵」が付与されたことは十分に在り得るだろう。それは、昨年9月に「マイナンバーを使って還付する」方式を財務省が提案した事にも表れている。ただ、「還付方式」の提案を誰が、何時、どのようなものとして菅総理(財務大臣)にしたのか、確かめていない。はたして、自分一人で考えられたものだろうか。そこは、何時か確かめてみたい気がする。
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